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シールド発進立坑の省面積化

システムの開発に関する研究

最近，市街地における上下水道，通信電九地下

鉄工事などでは道路交通や周辺環境に与える影響を

考慮して，シールド工法の採用が多くなっている。

さらに，既存地下埋設物や構造物の基礎をさける

ために地下深いトンネルの構築が必要とされ，都市

トンネル工事の大部分がシールド工法になっている。

しかし，市街地でのシールド工事においては，そ

の発進立坑用地の確保が容易でないケースが目立っ

てきている。特に，シ」ルド工事の8割を下水道管

楽の工事が占めており，このままでは下水道整備の

推進に支障をきたすことも考えられる。

本研究は，このような状況に鑑み，狭い敷地での

発進立坑用地の確保，と同時にそれに伴う用地難の

解消，工事の安全性及び周辺環境保全の向上等を目

指し，発進立坑用地を従来の％～％の面積に削減で

きるシステムの開発を模索するものである。

2．1　研究概要

現在行われているシールド工事は，泥土庄式，泥

水式の2工法が主流である。両工法ともに同じシー

ルド工法であり多くの設備は共通であるが，切羽の

安定方法が異なるため別の設備も必要とする。従っ

て，それぞれの工法に対応した省面積化のアプロー

チが必要である。

また，面積を狭くした場合に問題となるのが立坑

の施工方法である。従って，省面積での立坑施工法

についての検討も必要である。

今年度は，「両工法共通設備」「泥土圧言ノ…ルド」

「泥水シールド」および「狭随用地における立坑施

工法」について検討を行った。

2．2　研究項目

従来工法における施工実績にもとづき，必要面積

を両工法について検討した結果，共通設備ではセグ

メントストックヤード，車両搬入スペース，泥土圧

式では加泥裏込設備，泥土処理設備，泥水式では泥

水設備，裏込め設備が％～宛の面積を占めることが

判明した。

従って，今年度は，

1．両工法共通設備：「セグメントスタッカー」

「防音ハウス」

2．泥土圧シールド：「泥土改質材料」「連続固化

設備」

3．泥水シールド：「粘性主体の切羽安定機構の開

発」「連続粘性計による泥水管理」「濃縮サイク

ロン，遠心分離機による二次処理の連続化」

4．狭随用地における立坑施工法

について，検討を行った。

3．1　両工法共通設備
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図－1　立坑内収納型セグメント搬送模式図

3．1．1　セグメントスタッカー

セグメントストックヤ…ドの省商機化に対するア

プローチとしては，

・セグメント置き場における集積密度の増加

・従来使用していない用地の有効利用

が考えられる。集機密度の増加のためにセグメント

をむやみに積み亜ねることは安全性，作業効率を犠

牲にすることとなる。

そこで，自動倉庫等に利用されているスタッカ…

技術をセグメントの収容に応用し，自由に任意のセ

グメントを取り出し，セグメントの集積密度を増加

させることのできる，セグメントスタッカーを採用

した。セグメントスタッカーの採用により，従来使

用されていなかったシ…ルドマシン発進後の立坑を

有効利用することも可能となった。

結果として，地上面積で120線程度必要であった

セグメントストックヤードをすべて立坑内に納める

ことが可能となった。図－1に一例として立坑内収

納型のセグメント搬送模式図を示す。

3．1．2　防音ハウス

地上面積の縮小化には従来から行われている，一

次立坑等による地下化と地上設備の高層化がある。

地上設備の高層化は使用機材の重量が大きいことと，

周辺環境に与える影響が考慮され採用例は多くない。

ところで，一種住専地域での建築物の高さは10m

である。防音ハウスは仮設構造物なのでこの制限を

受けないが，これを極端に上回ることは好ましくな

い。そこで，ハウスの全高を15m以内に押さえ，さ

まざまな施工条件に柔軟に対応するよう検討を行っ

た。

検討の結果，主柱最を12mとすることで15m以内

に押さえることが可能となった。また，主柱最を統

一することにより，従来一回使いであった部材の大

部分の転用化が可能となった。施工条件によって使

用設備が異なるため，ハウス本体と2階申床部分を

分離構造とすることにより，柔軟な対応を可能とし

た。

3．2　泥土圧シールド

泥土圧シールドにおける地上面積の縮小化には加

泥裏込め設備と泥土処理設備の縮小が必要である。

加泥盛込め設備は2階へ配置することが可能である

が，泥土処理設備の土砂ピットとバックホウの積み

込みスペースは地上面積を大きく占有している。

地上土砂ピットの容量は通常掘削畳で定められて

いるが，改質処理前の掘削泥土を立坑下設備にストッ

クすれば，この容量は泥土改質に要する養生時間に

よって決まる。従来，土質によって6時間程度養生

していたが，これを1～2時間にまで短縮すること

が可能となれば，土砂ピット容量を減らすことが可

能となる。

養生時間の短縮には，「改質材料の性能向上」と

「改質材の泥土への均等な混合」に対する検討が必

要である。

検討の結果は以下のとおりである。

・改質材料には強度発現の早いエトリンガイト系の

改質材を使用する。

・連続混合用の混練り機は土質への対応，処理能力

の大きさからパドルミキサー方式とする。図－2

にその模式図を示す。
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図－2　パドルミキサー方式の模式図

また，養生時間を3時間とした場合の，仕上がり

内径5000mmの残土処理のシミュレーション例を図－

3に示す。省面積型泥土圧工法のフローチャートを

図一4に示す。

3．3　泥水シールド

3．3．1　リアルタイム切羽安定管理システム

泥水式シールドの省面積化には「泥水設備」の縮

小が必要である。しかし，従来の泥水比重主体の管

理方法では，これ以上の縮小が難しい。そこで，粘

性主体の泥水管理の導入し，全体設備の縮小を図っ

た。
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図－4　省面積型泥土圧工法フローチャート
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検討にあたり，まず粘性主体の切羽安定機構を検

討し，次に粘性の連続的な測定方法と泥水調整方法

を検討した。さらに，2次処理設備の連続処理化も

検討した。

省面積型泥水工法のフローチャートを図－5に示

す。

検討の結果は以下のとおりである。

・粘性主体の切羽安定機構

粘性を増加させた水による定水位透水試験と透水

モデル理論により，粘性の増加によって透水量が減

少する，つまり，動水勾配が大きくなることが確か

められた。これにより，泥水の粘性を調整すること

により，泥水の浸透層を介して泥水の加圧力が地山

に伝達され，切羽の安定が確保されることがわかっ

た。増粘剤濃度（垂蔑％）と透水係数の関係を図－

6に示す。

・粘性の連続的な測定方法と泥水調整方法

円管内を流れる流体の圧力損失が流体の粘性に影

響されることはよく知られている。ニ∵ユ∵…トン流体

に対してはダルシ㌧晴ワイズバッハの式により定式化

されている。今回，泥水シールドの泥水などのビン

ガム流体に対して定式化を行い，圧力損失と流速に

よって言削軋乱流いずれの状態でも泥水の粘性を

計測可能であることがわかった。連続粘性系はシ…

ルド現場における実証試験も完了している。
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図－6　粘性流体の透水試験

粘性主体の管理による泥水の調整方法は，従来の

ように比重を上昇させるために粘土を作泥槽の中で

溶解させる必要がなく，液体の増粘剤を必要慮添加

混合するだけでよい。そこで，送泥管内に直接増粘

剤を添加し，管内の泥水の流れるエネルギーを用い

るラインミキサーにより管内で直接混合する方法が

可能となった。また，増粘剤の添加幾は清水の場合

でも壌嶺で1％にも満たないことから，前述の連続

粘性計と組み合わせ，シールドマシンの後方台車に

設置することが可能となった。その結果，調整相を

縮小し作泥槽を無くすことができた。

・2次処理設備の連続処理化

粘性土の卓越する地層を掘削する場合，2次処理

設備での残土処理東が多くなる。2次処理設備では

図－5　省面積型泥水工法フローチャート
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フィルタープレスによる残土処理が行われているが，

バッチ処理のため，大変大きなスペースを必要とす

る。この2次処理設備を連続処理にすることにより

省面積化が可能となる。連続処理のために並列集合

サイクロンと遠心分離機を採用する。

3．4　狭隆用地における立坑施工法

省面積システムにおける立坑面積は，シールド機

を据え付けて発進できる最小面積，立坑内部に施工

設備をなるべく収納できる面積，大孔築造に必要な

面積を考慮し決定される。省面積システムにおける

立坑必要面積を表－1に示す。

立坑施工法に関して15種類の工法を比較検討した

結果，「深礎工法＋ソイルモルタル止水壁工法」

「圧入ケーソン工法」の2工法を採用する。

3．5　全体システム

本年度の研究の結果，従来システムと省面積シス

テムのケーススタディ…を仕上がり内径4，000mmの泥

土圧式，泥水式について行った。必要面積は，

泥土圧式

従来型　　952粛

省商機型　408粛　42．8％

泥水式

従来型　1，156融

省面積型　391Iが　33．8％

となった。

4．1　まとめ

今年度はシールド発進立坑の省面積化に関する個々

の課題に対する理論的考察を行った。「両工法共通

設備」「泥土法シールド設備」「泥水シールド設備」

「狭随面積における立坑施工法」各々についての結

論が得られ，それにもとづいた「全体システム」の

ケーススタディーでも％～％の省面積化がはかるこ

とができた。

4．2　今後の予定

今後は本年度の研究をふまえ，施工中現場での各

要素実験を積み重ね，全体システムでの施工を行い，

それに伴って派生する様々な問題点を把握し，その

解決策を検討しシールド発進立坑の省面積化システ

ムの完成を目指すものとする。

表－1　省面積型立坑必要面積

仕 」ニり

内　 径

長　 さ　 （L ） 幡　 （B ） 瀦 さ （h）　 注 3 ）

セの ント
スタッカー

その他
注 1） ′川汁

挽 き
（L）
セ〃 ント

スタッか・

その他
注 2 ） 小 才十

帖
（B ） 1暇水 式 泥 土 J逝式

1．50 0

1，65 0

2 80 0 55 00 83 00 83 00

11十

6 30 0 10 00 7 30 0 73 00

‡2 ）

40 0

38 00

1．80 0

2 ，00 0

2 ，2 00

2 ．4 00

2 ，6 00

7 00

2 ，8 00

3 ．0 00

3 ，2 50

28 00 6 00 0 8 80 0 92 0 0

着1 ）

63 00 10 00 73 00 73 00

書2 ）

7 00 45 00

3 ，5 00

3 ，7 50

4，00 0

32 00 6 0 00 9 20 0 9 70 0

‡1 ）

63 00 100 0 7 30 0 7 30 0

＊2）

700 5 50 0

4，25 0

4，50 0

4 ．75 0

5 ．00 0

3 90 0 65 00 104 00 107 00

1 11

6 30 0 10 00 7 30 0 83 00

‡1）

70 0 5 90 0

本表は立坑の内法寸法を示した。
注1）その他こ土留支保工．資材投入用開口部，昇降階段，残土搬出用直上ベルコン及び

裏込材サイロ等の設置スペース
注2）　その他こ山留め支保工及びスタッカーとの余裕スペース（0．50mx2＝1．0m）
注3）と碧さ（h）ニ　シールド機底面から基礎コンクリート天端までの深さ
‡1）　シールド機を据え付けて発進できる最小スペースから決定。
‡2）立坑内部に施工投傭をなるべく収納し，掘進できるスペースから決定。
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●この研究に関する問い合わせは　研究第二部長　　　　　藤田　昌一

研究第二部主任研究員　　山下　順市

研究第二郡主任研究員　　伊藤　紀夫
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